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６．おわりに 

 

 2004 年の新潟県中越地震（震度７）の約３年後に発生した 2007 年新潟県中越沖地震（震度６

強）において、再被災防止を目的としたセメント系改良土による埋め戻しを採用した自治体の一

部管路施設が被災した。 

 再被災した管渠の延長は約 230ｍ、たるみや蛇行が見られたが流下機能は保持されており、大

事には至らなかった。 

 また、再被災率は約 0.4％であり、液状化対策を実施していなかった管渠を含む被災率が

5.1％であったことを考えると、セメント系改良土による効果が立証されたものと考えられる。 

 しかしながら、今後、地震対策を進めていく上で、再被災が起きた原因を究明することは非常

に重要であると考えられる。 

 本報告書では、セメント系改良土の被災原因究明を目的とした検討を実施するとともに、適切

な施工のあり方についても検討を行った。 

この結果、地震に有効と考えられている液状化対策が、十分な施工管理の下に実施されなければ、

必要としている効果を得られないことが分かった。また、施工管理する上での着目点についても

整理することができた。 

 これらのデータが、今後の地震対策を進めていく上で有効に活用されることを期待するもので

ある。 

 最後に、調査に協力いただいた自治体や施工業者の方々に感謝するとともに、報告書の作成に

あたり貴重なご意見並びに助言をいただいた（独）土木研究所材料地盤研究グループ土質振動チ

ームの佐々木哲也主任研究員、(財)下水道新技術推進機構研究第1部の宮瀬文裕研究員（現・清

水建設(株)）、石川洋一研究員（現・三菱化学エンジニアリング(株)）に感謝の意を表します。 
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